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1 . 目的 

全世界でも貧困の 危機にさらされている 国は依然として 大変に多い。 そういった国々では 先進国との所得格差は 非常に 

大きく、 全世界人口の 約 3 分の 2 もの人々が貧困な 生活を送っているという。 このように開発援助問題というのは 依然と 

して深刻な国際問題であ り、 いかに効率的な 援助を行い、 全世界の人々が 豊かさを享受できるようになるのか、 理念的な 

問題から実際の 援助方法に至るまで 様々な議論がなされている。 しかし援助の 現実は厳しく、 南北格差を埋めるには 程遠 

い 状況にあ ると言っても 過言ではい。 しかしながら 昨今の高度情報化社会へのシフト、 経済バローバル 化の流れの中で、 

技術移転の概俳もこれに 違わず変容を 遂げてきている。 すなむち従来の 開発援助というのは、 その文字の示すとおり、 あ 

くまで OneWay 、 つまり先進諸国から 途上国へ必要な 技術が移転される、 という一方向の 流れであ ったのに対し、 そこか 

ら次第に Two Way 、 すなむち先進国、 途上国が相互誘発的に 刺激し合 う という相互作用を 生み出し、 それぞれをフィー 

ドバックすることでさらなる 発展を繰り返す 有機的なシステムに 変わりつつあ ると考えられる。 従って、 これまでのよう 

に南北が対置的に 扱われるのではなく、 固液 共存のような 状態へと変化しているのであ る。 これは今までの 開発援助論か 

らは明らかに 欠如していた 論点であ ると思われる。 

本報告では、 このような状況下における 技術移転の概俳の 構造的変容について 分析し、 技術移転の今日的概俳について 

の考察を行 う 。 

2. 分析手法 

一国の技術ストック Tt は研究開発投資額を Rt と置くことで   

以下の式によって 計算される。 
Flow ofTSo 
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ただしここで m は研究開発から 商業化までのリードタイム、 ま 
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た p は技術の年々の 陳腐化率を表している。 g は R の計測初期 
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段階における 平均の伸び率を 表している。   
さて、 各国間の技術の 流れというものについてその 相互関係   
に 重点をおいて 見てみると、 開発援助問題は、 とかく援助側の Extract@STSo's@poten Ⅰ     al 
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理論で物事を 考えがちだが、 援助国、 被援助国を問わず 技術を 
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とで、 移転される技術をスピルオーバー 技術 (TSO:technology  。 侮 。 ts Maximize》he 。 fTso 。 。 sED 
sp Ⅲ over) と呼び、 それに対する 同化能力の概念図について 図 

」 
1 で説明する。 この図からもわかるよ う に、 同化能力とは、 と 図 I Theconceptof 岱 s@ Ⅱ ;ationcapac 吋 ㎞ sp Ⅲ ngovertechnol0 緩 [5] 

あ る技術についてそれが 自国にとって 必要かどうか 判断する能力のことであ り、 さらに必要であ ればそれを吸収し、 体化 

するまでのプロセスを 構築できる能力を 総合して意味することにする。 

そこで、 既に求められた 技術ストック T に従い、 あ る i 国の技術ストックをⅢとすれば、 技術移転によるスピルオー 

バ一効果を考慮して、 その国の技術 T を   
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と 表す。 ただしここで℡は 技術スピルオーバ 一のプール、 す な れ ち 源泉とも言 う べき世界全体の 技術ストックであ り、 Z 

が技術の同化能力であ る。 この値を比較することで 各国がどれだけ 技術に対して 柔軟性を持って 受け入れる体制が 整って 

いるか求めることができる。 つまり全世界の 技術ストックから、 その同化能力のあ る分だけを自国の 技術として取り 入れ 

ることが可能になるわけであ る。 ここから同化能力 Z の値を求めると、 

z@ = 
  * T 一 l (2) 

1 十匹 / 旦 r, 
T T 

となる。 さらにここで 個別の関係を 見ていくため、 ドナー側をⅠ 回 、 ホスト側を i 国 とすれば、 同じく二国間の 同化能力 
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によって表される。 これによって 各国相互の関わり 合 いの 度合が観察可能となる。 ' 

3. データ構築 

本研究において、 扱 う データ範囲が 非常に広範囲に 及び   また特に途上国のデータ 収集にいたっては、 信頼のできる 

データを時系列で 得るのには困難があ った。 そこでここではデータ 整理にあ たって様々な 工夫を凝らしたそのプロセスに 

ついて述べたい。 先ず、 R W 研究開発投資額 ) は UNESCO 出版 Statistica@ Yearbook より GNP 比によって表されたものを 

利用し、 国によって不足しているデータについては 回帰分析により 推定した値を 

利用した。 技術ストックの 計算における m は研究開発から 商業化までのリードタ     日本製造業の 技術陳腐化率 

イムであ るのだが、 これは日本の 製造業についてアンケートを 行った結果、 基礎 Yea ノ   Year P  Year P   
研究では 5.6  年、 応用研究では 3.6  年、 開発研究では 2.0  年という結果が 得られ         0.060  Ⅰ 970  0 ・ 082          0.105 

た 。 これから先進諸国ではこれらの 平均を取って、 3.3  年、 開発途上国において 1956 1957 0.061  0 ． 062  l97 Ⅰ 972  Ⅰ 0.084  0.086  Ⅰ l987  986  0 0.l09 ・Ⅰ 07 
は研究開発は、 開発研究が主であ ると思われるため、 2.0  年として計算を 行った。         0.063  Ⅰ 973  0.088          0.1l0 

また、 技術の陳腐化率を 表すのについては、 やはり日本製造業について、 アンケ 1959  0.064  Ⅰ 974  0.09@          0 ・ⅠⅠ 2 

一トな 行 い 1955  午からの時系列データがあ るのみで、 他国に関してはそのよ う 1960  1961  0.065  0.066  l975  Ⅰ 976  0.093  0.095  l990  l99 Ⅰ 0.ll4 0 ．Ⅰ l5 
に 一括して計測されたデータは 存在しないのが 現状であ る。 従って今回は 日本の l962 0 ． 067 ]977 0 ． 096  l992 0 ．Ⅱ 7 

当時の一人あ たり GDP  を元に、 国家の発展段階と 陳腐化率の値を 相関させて   1963 1964 0.069  0.071  Ⅰ Ⅰ 978  979  0.098  0.099  Ⅰ 1994  993  0.119 0 ．Ⅰ 2 Ⅰ 
他国の陳腐化事としてみた。 1965 0.073 Ⅰ 980 0.100 1995 0.122 

これらのデータ 整理には幾分不確実性を 伴 う ものであ ると思われるが、 データ l966 0 ． 076 l98l 0 ． ]0] ]996 0 Ⅰ 24 

が 少ない国々において、 いかに情想世のあ る情報を抽出し、 それらを組み 立てて 1967  1968  0.078  0.079  Ⅰ 1983  982  0.102  0.103  1997  Ⅰ 998  0.126 0.l27 
いくかは今後とも 大きな課題となる。 1969 0.081 1984 0 ・Ⅰ 04 

以上のデータについて 各国での計測を 行っていくわけだが、 先進諸国に比べて 

発展途上国は 技術レベルが 各国間の比較分析を 行 う には著しく低いため、 先進国を国別に 表示する一方で、 途上国は地域 

での合計の値を 示して比較分析を 行 う ことにした。 その際の地域区分は   アンプ、 中国、 中東、 アフリカ、 旧ソ連・ 非 

OECD 欧州諸国、 中南米、 とした。 

l(2) 、 (3) 式は、 CohemandLevintaha@(l989) 、 Watanabe(2000) 、 にて議論されているところのものであ るが、 詳しい議論は 
10 月 22 日 ( 日 ) 一般講演、 技術経営 52B1g において発表予定の " 制約 行 の 高 研究開発強度要因の 構造分析 " にて参照さ 
れたい。 
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4. 分析結果 

先ずは図 2 に各国・地域の 技術レベルの 値を示す。 対象として、 アメリカ   日本、 ドイツ、 フランス、 アジア地域、 

アフリカ地域を 考える。 図 3 に同じく国別・ 地域別での同化能力の 値を示す。 
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図 2 各国・地域の 技術ストック 図 3 各国・地域の 同化能力 

図 2 から、 アメリカ、 ついで日本、 ドイツ、 フランスと技術ストックの 値が高くなっている。 しかし同化能力において 

は 80 年代後半に日本を 大きく引き離したアメリカも 96 年に日本に追い 抜かされるに 至っている。 次に、 図 4 において 同 

化 能力とその国・ 地域の GDP の関係を見る。 図 5 においては技術ストックと 同化能力の関係について 見てみる。 
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図 4 同化能力と GDP 

図 5 技術ストック と 同化能力 

図 4 から、 同化能力が増加すれば、 GDP も増加する様子が 見て取れる。 これは同化能力の 分だけ技術を 取り込む 力 が 

あ り、 従ってそれを 効率的に自国技術として 利用し、 その結果としての 経済成長を成し 得た、 と捉えることができる。 従 

って同化能力の 向上は一国の 発展には是非とも 欠かせないものであ る。 また図 5 から、 技術ストックが 増加すれば、 同化 

能力も増していくことがわかる。 これから、 技術は蓄積されていくものであ り、 新たな技術の 導入に関しても、 やはりそ 

れまでの技術の 積み重ね、 蓄積の結果、 同化・対応し、 導入しやすくなる 状況を作っていく、 と考えられる。 

次に表 6 で国と地域間の 関係を見ていくことにする。 図 6 一 l ではラテンアメリカ、 アジア、 アフリカについて、 図 6 

一 2 では旧ソ連諸国、 中東、 非 OECD 欧州諸国について 見ていく。 それぞれの場合について、 日本、 アメリカ、 OECD 欧 

州 諸国との同化能力を 見ていく。 国名は 、 丸で囲った部分での 値の大きい順に 並べてあ る。 

Former@USSR ・ Japan 
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図 6-1 各国・地域間の 同化能力 

Non.oECD  Europe  Year 

図 6-2  各日・地域間の 同化能力 
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アフリカ地域では 日本、 アメリカ、 OECD 欧州諸国のいずれを 見ても同化能力が 低く、 依然として低迷している 経済状 

況を裏 付けうるものであ ると考えられる。 一方アジア地域においては 80 年代前半の低い 同化能力から、 一貫して右肩上 

がりの増加を 見せており、 近年東南アジアの 奇跡とよばれる 経済 急 成長に代表される 当地域での急速な 発展・成長に 大き 

く 貢献していると   思われる。 しかしここでアジア 地域の日本に 対する同化能力が、 アメリカ、 OECD 欧州諸国のそれに 比 

べて常に低い 値を示していることは、 日本の昨今の ODA 批判にも表れる 援助の非効率性を 指摘し ぅ るものであ るであ ろ 

ぅ 。 ラテンアメリカ 地域においては、 80 年代前半からの 比較的高い同化能力を 維持するにとどまり、 それに連携してか 

経済も引き続き 停滞した状況であ る。 旧ソ連諸国を 見てみると、 日本、 西欧との同化能力は 高いものの、 アメリカとの 同 

化能力はそれに 比べて著しく 低い値を示していることは 興味深い。 東欧諸国に関しては、 同化能力は低いところで 一定に 

なっており、 停滞した経済状況を 象徴しているかのよ う であ る。 最後に中東諸国であ るが、 同化能力は全体として 低下の 

傾向を示しており、 特にアメリカとの 同化能力は著しく 低いものとなっている。 

5. 考察 

以上より各国・ 地域についてデータ 作成を行い、 それに基づいて、 それぞれについての 技術ストック、 同化能力の値を 

計測し、 その評価，分析を 行った。 今回の報告では、 先進国も途上国も 同じ立場で、 あ くまで技術に 対する相互間の 同化 

能力を見ることにより、 冒頭にも述べたよ う に決して一方向の 援助ではなく、 相互に刺激し 合い、 その相性とでもい う 同 

化能力を高めることにより、 さらなる経済発展にかかせない 技術進歩を達成していくという 様子を観察した。 データに 制 

眼 があ り、 またそのため 分析可能な対象が 96 年までであ るというような 状況のなかで、 必ずしも有意な 結果が得られた 

かどうかはわからないが、 今後の国家・ 地域間の技術移転に 関しての l つの方向性と 指針を示しえたものと 考える。 従っ 

て 今後の課題としては、 より正確かつ 最近のデータの 入手・作成方法を 考えるとともに、 地域に重点を 絞った技術スピル 

オーバ一の地域性と、 開発援助の実態把握についての 研究を行っていきたいと 考えている。 
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